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第１ 章業務概要など 

 

１  業務の名称 

養正市営住宅団地再生事業に係る 入居者移転支援業務 

 

２  業務の概要 

⑴ 業務の背景・ 目的 

本市では、 平成３ １ 年３ 月に「 京都市持続可能な都市構築プラ ン」 を策定し 、 市域全域で、 京都

のかけがえのない歴史や文化を次世代に継承し 、 新たな価値を創造し 続ける 「 持続可能な都市」 を

目指す取組を進めています。  

養正市営住宅は、 昭和３ ０ 年代から ５ ０ 年代に建設さ れた住棟が数多く あり 、 こ れら の大部分は

老朽化が著し いう え改善が進んでいない状況です。 さ ら に、 入居者の高齢化が進行し ている など住

棟の適切な維持管理やコ ミ ュ ニティ の観点から 問題があり 、 早期に耐震性を含めた安心・ 安全を確

保する と と も に、 団地周辺も 含めた地域コ ミ ュ ニティ の活性化が求めら れています。 ま た、 養正市

営住宅は、 本市の文化や観光の拠点に近接し た立地にある こ と から 、 京都なら ではの個性や魅力を

継承・ 発展さ せていく う えで非常に高いポテンシャ ルを有し ており 、 ま ちづく り を進める う えで重

要です。  

こ のよ う な状況を踏ま え、本市全体の持続可能なま ちづく り の視点を踏ま えた団地の再生計画（ 以

下「 団地再生計画＊」 と いう 。） を令和２ 年度に策定し たう えで、 同計画に基づき 住棟の解体工事や

更新棟の建設に取り 組んでいま す。  

本業務は、 こ の団地再生計画によ る ま ちづく り と し て、 現在、 建設中の更新棟２ 棟（ 合計１ １ ８

戸） のし ゅ ん工後、 当該住棟への移転対象と なる 住民（ 以下「 移転対象者」 と いう 。） が移転を円滑

に行う ための支援などを目的と し た業務です。  

＊ 団地再生計画： 団地内にある 複数の住棟や団地内にある 公共施設など を 対象に、 建て替え、 集約や改善事業を

総合的に実施する こ と で、 団地の再編、 地域コ ミ ュ ニティ の活性化など に繋げる こ と など を 目的と し た計画 

⑵ 業務の方針 

本業務は、 団地再生計画によ る ま ちづく り と し て、 現在、 建設中の更新棟への移転対象者に対す

る 丁寧な移転説明、説明資料の作成などのほか、必要書類の配付、受付に係る 支援などの業務です。  

ま た、本業務を実施する に当たっては、移転対象者の世帯の状況を理解する こ と はも と よ り 、個々

の移転対象者と の信頼関係の構築が重要と なる ため、 移転対象者と の関係を築き 、 円滑で速やかな

移転支援を進める こ と が必要です。  

 

３  委託業務の履行期間 

契約の日の翌日から 令和８ 年３ 月３ １ 日ま で 

 

４  委託料の支払条件 

委託料は、 受託者から の請求に基づき 、 複数回（ 最大４ 回） に分けて支払う 。  

なお、 支払方法は、 最終以外の支払は概算払と し 、 最終の支払は精算所の提出があった後、 精算払

と する 。  

 

５  実施団地 

養正市営住宅 
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第２ 章 業務の内容 

 

１  業務内容 

業務内容の詳細は、 別紙のと おり 。  

 

２  業務体制 

⑴ 統括責任者を必ず１ 名配置し 、 常に本市と 連絡でき る 体制を取る こ と 。  

⑵ 統括責任者は、 こ の契約の履行に関し 、 業務に常勤し 、 その運営、 取締り を行う こ と 。  

⑶ 統括責任者は、 業務の履行に先立ち、 本市と 協議を行い、 本業務の内容を十分に理解する こ と 。  

⑷ 本市から の指示は、 原則と し て統括責任者へ行う 。  

ま た、 本市への報告についても 、 統括責任者が行う こ と 。  

 

３  業務の実施に関する 留意事項 

業務実施に当たっては、 次のこ と に留意する こ と 。  

⑴ 個人情報保護 

個人情報の保護に万全を期すこ と 。  

なお、 個人に関する 情報と は、 住所、 氏名、 年齢、 職業、 学歴、 所得、 資格、 家族構成など、 特

定の個人が識別さ れ、 又は識別さ れ得る も のが個人情報と なる 。  

⑵ 法令の遵守 

「 個人情報の保護に関する 法律」、「 京都市個人情報保護条例」 及び「 京都市市営住宅条例」 その

他諸法令を遵守する こ と 。  

⑶ 業務スケジュ ールの作成及び進捗管理 

本仕様書及び本市と の協議に基づき 、 事業ス ケジュ ールを作成し 、 進捗の管理を行う こ と 。  

ま た、 進捗管理を行う なかで、 作成し たス ケジュ ールに変更の必要が生じ る 場合は、 速やかに本

市と 協議を行う こ と 。  

⑷ 要望、 苦情、 質問などへの対応 

業務の実施に当たって移転対象者から の要望、 苦情、 質問などを受けた場合は、 迅速かつ誠実に

対応し 、 その結果を速やかに本市に報告する こ と 。  

要望などの具体例と し ては、 引越し に伴う 各種手続が想定さ れる （ 引越し の手順、 不要物の処分

方法、 その他住所変更に伴う 手続など）。  

なお、 業務範囲外の場合は、 速やかに本市に報告し 、 対応について協議する こ と 。  

⑸ 想定外の事態への対応 

想定外の事態が発生し た場合は、速やかに本市に連絡し 、本市の指示に基づき 対応し 、対応後は、

遅滞なく 本市に報告する こ と 。  

なお、 緊急の場合は受託者の判断で適切に対応し 、 対応の結果を直ちに本市に報告する こ と 。  

ま た、 業務内容に疑義がある 場合は、 必要な事項や業務条件などについて本市に確認する こ と 。  

 

４  業務の報告など 

業務の履行に当たっては、 本市の求めに応じ 、 各業務の進捗状況などを書面などによ り 報告し 、 本

市に説明する こ と 。（ 提出書面などの様式は、 別途指示する 。）  

なお、 受託者が本市に報告する 主な内容は、 以下のと おり 。  

⑴ 各業務の進捗状況の報告（ １ 週間に１ 度程度。 報告資料の内容や提出方法などについては、 本市
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と 協議のう え、 決定する 。）  

ア 移転対象者の名簿作成 

イ  移転対象者の移転状況（ 引越業者名及び引越日）  

ウ  移転対象者から の要望、 質問など及びそれに対する 対応 

エ 移転料（ 付加移転料） 算定のために実施する 住戸内確認の結果（ 写真必須）  

オ 移転対象者の各種申込資料の回収状況 

カ 上記のほか、 本市が必要と 認める 報告 

⑵ 業務報告書の提出 

ア 最終的な移転状況 

イ  移転完了写真（ 元住戸が空になった写真）  

ウ  上記のほか、 本市が必要と 認める 報告書 

 

５  完了検査 

⑴ 検査日時及び場所は、 受託者から の業務報告書提出後に本市が決定する 。  

⑵ 受託者は、 検査日時ま でに、 あら かじ め成果物、 その他検査に必要な資料を準備し 、 本市に提出

し ておかなければなら ない。  

⑶ 本市は、 受託者立会いのう え、 次に掲げる 検査を行う 。  

ア 成果物の検査（ 写真及び業務報告書などによ り 検査を行う 。）  

イ  業務履行状況の検査（ 打合せ記録などによ り 検査を行う 。）  

ウ  上記のほか、 本市が必要と 認める 検査 

⑷ 受託者は、 検査に合格し なかった場合は、 直ちに是正措置を講ずる こ と 。  

なお、 是正措置の期限及び是正完了の検査については、 本市の指示に従う こ と 。  

 

６  その他 

⑴ 受託者（ 協力事務所を含め、 本業務に従事し た全てのも のを含む。） は、 本業務を通し て知り 得た

情報を、第三者へ漏洩し てはなら ない。また、本業務委託契約が終了し た後についても 同様と する 。  

⑵ 訪問が必要な業務は、 移転対象者の予定を考慮し 、 夜間及び土曜日、 休日の訪問も 行う こ と 。  

⑶ 移転相談の拠点などと し て団地内の指定する 場所において、 本市と 協議によ って定めた期間及び

時間帯（ 土日祝を中心に、 週３ 日間以上、 １ 日８ 時間想定） に相談窓口を設ける こ と 。  

具体的な時間帯については、 本市と 協議を行う こ と 。  

⑷ 業務終了後、 報告書に誤り がある 場合は、 直ちに訂正する こ と 。  

⑸ 本業務の再委託は禁止する 。 ただし 、 業務の一部の再委託について、 事前に文書によ る 承諾を得

た場合は、 こ の限り ではない。  

⑹ 本市の指示で作成し た配付物などは、 事前に本市の確認及び了解を得る こ と 。  

⑺ 移転対象者から 取得し た書類については、 記載内容について不備などの確認のため、 それぞれ最

初に取得し た書類は本市へ提出する こ と 。  

⑻ 本業務に携わる 業務従事者は、 名目や理由の如何を問わず、 入居者、 移転対象者及びそれら の親

族から 金品を受領し てはなら ない。  

⑼ 業務終了後、 本市から 貸与さ れた資料については、 全て返却する こ と 。  

⑽ 業務終了後、 当該業務に関し 、 パソ コ ンのハード ディ スク などに保存さ れている 個人情報を含む

データ を全て削除する こ と 。  

⑾ その他、 疑義のある こ と については、 本市と 協議を行う こ と 。  
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７  スケジュ ール（ 参考）  

   令和７ 年度 

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

事 

業 

内 

容 

 更
新
棟
し
䣮
ん
工 

内
覧
会 

住
戸
選
定
会 

       移
転
期
日
・
住
棟
閉
鎖 

※ スケジュ ールは、 目安であり 、 事業の進捗状況によ り 変更する こ と がある 。  

 

＜参考＞用語の定義 

市営住宅： 本市が指定する 「 京都市市営住宅条例第１ 条に規定する 市営住宅」 をいう 。  

移転対象者：「 養正団地再生計画によ り 更新棟に移転する 者（ 養正市営住宅入居者及び店舗使用者）」 をい

う 。  

移 転 料： 移転に必要な経費と し て移転対象者に支払う 「 本市が定める 移転に要する 費用」 をいう 。  

移転協力金：「 移転に伴い、 移転対象者に支払う 協力金」 をいう 。  

移転期日： 新住戸へ移転し なければなら ない期限日で「 本市が定める 日」 をいう 。  

 

○相談窓口開設・ 各戸訪問 

○鍵渡し ・ 移転開始 

○旧住戸残置物等確認 
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別紙 

養正市営住宅団地再生事業に係る 入居者移転支援業務 業務内容 

 

本業務は、 移転対象者が更新棟へ移転する ための内覧会及び住戸選定会などの移転対象者を決定する

手続に加え、 移転決定後の移転対象者に対する 丁寧な移転説明、 必要書類の配付・ 回収、 相談窓口の開

設、 退去確認・ 残置物指導、 所有者不明の投棄物処理、 本市によ る 移転対象者への移転料及び移転協力

金の支払いなどの業務に対する 支援業務であり 、 主な想定業務は以下のと おり と する 。  

なお、 本仕様書には、 業務内容の予定を記載し ている が、 一部未確定の部分がある ため、 詳細な業務

内容については、 その都度別途、 本市と 協議する こ と 。  

 

１  移転に関する 相談業務（ 相談窓口の開設、 移転対象者宅訪問）  

本市の指定する 日から 令和８ 年３ 月３ １ 日の間において、 移転対象者及び移転対象者の関係者（ 親

族、 後見人など） から の引越し などに関する 相談に対応する ため、 団地内の指定する 場所において、

本市と 協議し て定めた期間及び時間帯（ 土日祝を中心に、 週３ 日間以上、 １ 日８ 時間想定。 年末年始

など除く ） に相談窓口を設ける こ と 。  

なお、 相談窓口に相談員が常駐し ない日は、 専用電話にて対応（ １ 日８ 時間想定、 年末年始など除

く ） を行い、 必要に応じ て現地訪問し 対応する こ と 。  

移転相談窓口の開設に必要な備品（ 専用電話、 椅子、 机など） については、 受託者にて準備する こ

と 。  

移転対象者から 住戸内の不要物に関する 相談など、 移転対象者宅に訪問し て対応する 必要が生じ た

際は、 訪問し て対応する こ と 。  

＜主な業務内容＞ 

・  移転対象者から 引越し や電気、 ガス 、 水道などの契約手続、 不要物の処分に関する 相談 

・  業務日報（ 応対記録） を作成し 、 本市に提出 

・  移転に関する 必要書類を持参さ れた場合、 回収し 、 記載内容確認のう え本市に提出 

 

２  住戸内覧会の開催 

更新棟し ゅん工後、 本市と 日程を協議のう え、 内覧会を開催する 。  

内覧会時に必要な備品（ ス リ ッ パなど） については、 受託者にて準備する こ と 。  

想定期間： 約１ か月 

対象世帯： 約２ ０ ０ 世帯（ ９ 、 １ １ 、 １ ２ 、 １ ３ 棟住民）  

必要人員： 内覧会は一日に複数の時間帯を設けて、 時間帯ごと に事前予約を受け対応を行う 予定で

あり 、 ２ 棟合わせて最大３ 世帯を同時間帯に対応可能な人数と する 。  

＜主な業務内容＞ 

・  内覧会の開催案内の作成及び送付（ 現住戸にポス ティ ング）  

（ 開催期間については、 本市と 協議のう え決定する 。 開催案内文については、 事前に本市と 協議

のう え作成する こ と 。）  

・  内覧会参加者の動線の確保及び誘導、 設備の使い方の説明などの対応 

・  内覧会参加者の取り ま と め、 本市への報告 

・  内覧会に参加し ていない移転対象者への再案内（ 案内文の再度投函や訪問など）  
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３  住戸及び駐車場の選定会の開催支援 

新住戸及び駐車場（ 市営住宅の月極駐車場を希望さ れる 方のみ） を決定する ために、 本市が主催と

なって開催する 。 受託者は、 集会所において選定会の開催及び運営を支援する こ と 。  

移転対象世帯： 約２ ０ ０ 世帯（ ９ 、 １ １ 、 １ ２ 、 １ ３ 棟住民）  

移転先住戸数： Ｙ １ 棟６ １ 戸、 Ｙ ２ 棟５ ７ 戸 

想定開催日数： 住戸選定会４ 日、 駐車場選定会２ 日 

＜主な業務内容＞ 

・  選定会の会場設営及び必要な備品（ 抽選道具、 抽選用紙、 住戸図、 机、 いす、 マイ ク 、 スピーカ

ーなど） の用意（ 会場設営及び備品については、 本市と 協議のう え準備する こ と 。）  

・  選定会の開催案内の作成及び送付（ 現住戸に郵送も し く は、 ポス ティ ング）  

（ 開催案内文については、 事前に本市と 協議のう え作成する こ と 。）  

・  選定会資料及び必要な書類の配付及び回収 

・  選定会結果の取り まと め、 本市への報告 

・  選定会の運営補助（ 受付、 案内、 書類受渡、 資料説明など）  

 

４  移転対象者への移転に関する 説明及び書類配付、 回収 

各戸訪問も し く は移転窓口において、 移転対象者に対し て、 移転の流れ、 移転料及び移転協力金、

移転に必要な申込書類、 廃棄物の出し 方や残置物の取扱いなどの内容を説明する こ と 。  

ま た、 移転先が決定し た移転対象者に対し 、 移転に際し 必要な書類を配付する と と も に、 記入方法

の指導、 回収を行う こ と 。  

なお、 業務の実施に当たって移転対象者から の要望、 苦情などを受けた場合は、 迅速かつ誠実に対

応する こ と 。  

具体例と し て、 引越し に関する こ と や不要物の処分、 電気・ ガス・ 水道などの公共料金の住所変更

などであり 、 対応結果を本市に報告する こ と 。  

資源物と ごみの分け方・ 出し 方については、 本市のルールに基づき 処理する よ う 指導する こ と 。  

＜主な業務内容＞ 

・  各戸訪問によ り 、 移転の流れなどの説明及び入居申込関係書類の配付・ 説明・ 回収、 記入指導 

・  移転対象者から の書類などの記入方法などに対する 問い合わせ対応 

＜入居申込関係書類＞ 

書類名称 様式 内容 手順 

市営住宅 

入居申込書 
様式１  

移転に伴う 入居申込書類で、 移転

対象者の世帯構成などを 確認する

書類 

①移転対象者宅に訪問し 、直接配付又は投函し 、

投函し た旨を連絡 

②移転対象者が記入し た書類を回収 

③記載内容を確認のう え、 速やかに本市に提出 

④申込書に記載さ れた世帯構成に、 本市が把握

する 者が含ま れていない場合、 ま た、 把握し

ていない者が含ま れている 場合は、 本市と 協

議のう え、 必要な手続の案内 

移転申請書 様式２  

移転に伴う 入居申込書類で、 移転

対象者の世帯構成などを 確認する

書類 

緊急連絡先

届出書 
様式３  

市営住宅への入居の際に必要な緊

急連絡先に関する 書類 

①移転対象者に、 入居申込書と と も に配付 

②移転対象者が記入し た書類を回収 

③記載内容を確認のう え、 速やかに本市に提出 
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市営住宅 

入居誓約書 

（ ２ 枚）  

様式４  

市営住宅への入居に当たって、 法

令など を 遵守する 旨を誓約する 書

類 

①移転対象者に、 入居申込書と と も に配付 

②移転対象者が記入・ 捺印し た誓約書を回収（ 本

市保管分１ 枚・ 移転対象者保管分１ 枚）  

③記載内容を確認のう え、 本市保管分１ 枚を、

速やかに本市に提出 

市営住宅 

明渡届 
様式５  現住戸を明け渡す書類 

①移転対象者に、 入居申込書と と も に配付 

②移転対象者が記入・ 捺印し た書類を回収 

③記載内容を確認のう え、 速やかに本市に提出 

＜駐車場関係書類＞ 

書類名称 様式 内容 手順 

区画変更 

申込書 

（ 駐車場用）  

様式６  
現在使用し ている 駐車場区画を 変

更する 旨を記載し た申込書 

①駐車場を利用し ている 移転対象者に配付 

②移転対象者が記入・ 捺印し た届出書を回収 

③記載内容を確認のう え、 速やかに本市に提出 

＜店舗関係書類＞ 

書類名称 様式 内容 手順 

市営住宅 

入居申込書 
様式１  店舗移転に伴う 入居申込書類 

①移転対象者宅に訪問し 、直接配付又は投函し 、

投函し た旨を連絡 

②移転対象者が記入し た書類を回収 

③記載内容を確認のう え、 速やかに本市に提出 

④申込書に記載さ れた世帯構成に、 市が把握す

る 者が含ま れていない場合、 ま た、 把握し て

いない者が含ま れている 場合は、 本市と 協議

のう え、 必要な手続の案内 

移転申請書 様式２  移転に伴う 入居申込書類 

市営住宅 

明渡届 

（ 店舗用）  

様式７  現店舗を明け渡す書類 

※ 別に本市が指定する 移転手続に関する 書類（ 住民票、 収入に関する 書類、 車検証の写し など） に

ついても 、 移転対象者から 受け取ってく ださ い。  

 

５  移転料の算定・ 支払支援及び引越し 費用の見積り  

移転対象者の現住戸を訪問し 、電話、エアコ ンなどの設置状況を調査し 、付加移転料の算定を行い、

移転対象者の引越し 前に必要な書類を回収し 、 本市に報告する こ と 。  

ま た、 移転対象者から 引越し 業者のあっせん要望があった場合、 引越し 業者と と も に訪問のう え、

引越し 費用の見積り 作成に立ち会う こ と 。 その際、 エアコ ンの取り 外し 方や家電の処分方法などの相

談に応じ る と と も に、 移転対象者の意向に沿った引越し 方法を提案する こ と 。  

移転対象者の引越し 時期が集中し ないよ う 、 引越し 時期の調整を行う こ と 。  

※ 移転対象者のニーズにあった引越し 方法の見積り 徴収を支援する こ と （ 例： 安価な引越し 方法に

よ る 見積り 、 移転対象者に負担のない引越し 方法によ る 見積り ）。  

移転対象者から 、 見積額について疑義があった際は、 再度、 別の引越し 業者から 見積り 作成に立

会い、 引越し 業者の選定に協力する こ と 。  

＜主な業務内容＞ 

・  移転対象者の現住戸を訪問し 、 電話、 エアコ ンなどの設置状況を調査 

・  移転料算定のため、 移転対象者に了解を得たう えで、 電話、 エアコ ンなどの設置状況の写真を撮

影し 、 本市に写真データ で報告 

・  移転料支払いに係る 請求書への記入方法の説明と 本市への報告 

・  移転対象者から 、 引越し 業者のあっせん要望があった場合の対応 

・  移転時期の把握、 調整 
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＜移転料支払の説明時に配付する 書類＞ 

書類名称 様式 内容 手順 

移 転 に 関 す

る 契約書 

（ ２ 枚）  

様式８  

新住戸への移転の同意書。  

移転期限、 移転費用の負担など

を決める 。  

①移転対象者に移転料、協力金などの説明時

に配付し 記入・ 捺印をも ら う 。（ 本市保管

分１ 枚・ 移転対象者保管分１ 枚）  

②移転対象者が記入・ 捺印し た書類を 回収

し 、 書類の内容を確認のう え、 速やかに本

市に提出 

③本市に提出さ れた契約書に、本市が押印し

た契約書１ 枚を移転対象者に返却 

請求書 様式９  移転料を請求する 書類 

①移転対象者に請求書を配付 

②移転対象者が記入し た書類を回収のう え、

速やかに書類の内容を確認し 、本市に提出 

 

６  鍵渡し  

移転対象者の新住戸の鍵を渡し 、 鍵受領書を回収し 、 本市に提出する こ と 。  

ま た、 新住戸の各機器の取扱い方法について、 説明する こ と 。  

鍵渡し の時期及び方法については、 本市と 協議のう え決定する 。  

＜鍵渡し 時に配付する 書類＞ 

書類名称 様式 内容 手順 

鍵受領書 

（ ２ 枚）  
様式１ ０  

鍵を 渡し たこ と を 移転対象者

と 本市が確認する 書類 

①移転対象者が鍵渡し 時に記入し 、受託者が

回収後、 本市に提出（ 本市保管分１ 枚・ 移

転対象者保管分１ 枚）  

②記載内容を 確認のう え、 本市保管分１ 枚

を、 速やかに本市に提出 

整備関係の

取扱説明書 
 

新住戸のガス 給湯器やイ ン タ

ーホンなどの取扱説明書 

新住戸内の書類を確認し 、移転対象者に必要

事項を説明 

 

７  退去確認、 残置物指導及び協力金支払支援 

移転対象者の引越し 後に、 旧住戸を訪問し 、 残置物の確認を行ったう えで、 残置物などがあった場

合は、 移転対象者に対し 残置物処分の指導を行う こ と 。  

残置物がないこ と が確認でき た場合は、 旧住戸の鍵及び協力金の支払いに必要な請求書を回収する

と と も に、 残置物がないこ と が確認でき る 書類を作成し 本市に提出する こ と 。  

＜主な業務内容＞ 

・  移転対象者の引越し 後における 旧住戸の退去、 残置物確認 

・  残置物がある 場合の移転対象者に対する 残置物処分の指導 

・  退去、 残置物処分確認後の新住戸訪問によ る 協力金に係る 請求書への記入指導、 本市への残置物

がないこ と の報告 

 

８  所有者不明の不法投棄物などの処理 

１ ３ 棟敷地内（ 各階共用ス ペース 含む） に所有者不明の投棄物などがある 場合、 投棄物など の写真

撮影を行う と と も に、 本市に報告し 、 本市の指示に従う こ と 。  

＜主な業務内容＞ 

・  所有者不明の投棄物などの確認 

・  所有者不明の投棄物などの撤去及び処分費（ ８ ０ ㎥を想定） の報告及び支払 
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９  新住戸の不具合箇所の確認 

新住戸に不具合があった場合には、 移転対象者と 一緒に不具合箇所を確認し 、 写真を撮影し た後、

本市に報告する こ と 。  

なお、 不具合箇所の修正などの判断は本市が行う ため、 不具合箇所を確認する のみに留める こ と 。  

＜主な業務内容＞ 

・  移転対象者から の新住戸整備に関する 不具合などの問い合わせ、 苦情などに対する 新住戸訪問に

よ る 不具合確認、 不具合是正に係る 工事関係部署への連絡調整（ 緊急の場合のみ）  

 

10 住棟閉鎖 

移転完了前に閉鎖予定箇所（ 敷地及び住棟の出入口及び各階への出入口など） の確認及び写真撮影

を行い、 それに基づいた閉鎖図案を作成する こ と 。  

住棟閉鎖の対象は９ 棟及び１ ３ 棟。  

閉鎖箇所に掲示する 閉鎖お知ら せビラ の作成と 配付・ 掲示を行う こ と 。  

本市の指示に従って、 閉鎖箇所を安全フェ ンス など（ 例： 高さ １ ． ８ ｍ及び幅３ ． ２ ５ ｍで、 受託

者が購入する 。 規格については、 現地確認後判断する 。） で囲い、 第三者が住棟内に侵入でき ないよ う

閉鎖する こ と 。  

※ 閉鎖する 時期や閉鎖する 箇所（ 敷地全体か出入口のみなど） については、 本市と 協議のう え決

定する こ と 。  

 

11 資源物の回収及び運搬 

  移転に伴う 廃棄物の削減を図る ため、 移転対象者が廃棄を行う 予定の物品から 資源物を回収し 、 品

目ごと に保管する こ と 。  

  保管し ている 資源物の量が一定量を超えた際は、 受託者において、 東部ま ち美化事務所へ運搬する

こ と 。  

 

12 その他 

移転業務を進めていく う えで生じ る 事象について、 本市において対応が必要である と 認めら れる 事

象に対する 支援をする こ と 。  

現時点で想定し ている 業務 

○ １ １ ・ １ ２ ・ １ ３ 棟にある 壁画のデジタ ルデータ 保存及びパネル作成等 

 



養正市営住宅団地再生事業に係る入居者移転支援業務 

関連書類一式 

 

 

様式１ 市営住宅入居申込書 

様式２ 移転申請書 

様式３ 緊急連絡先届出書 

様式４ 市営住宅入居誓約書 

様式５ 市営住宅明渡届 

様式６ 区画変更申込書（駐車場用） 

様式７ 市営住宅明渡届（店舗用） 

様式８ 移転に関する契約書 

様式９ 請求書 

様式１０ 鍵受領書 

 



   

 

 

 

 

 

入居はしないが、所得税法上、現在扶養している親族（特別控除対象者は特別控除区分を（ ）内に記入してください） 
  

京都市市営住宅条例第５条各号のうち、次の項（〇印のもの）に該当すると認定します。 
 １．災害による住宅の滅失  ２．不良住宅の撤去  ３．建て替えによる市営住宅の除却  ４．都市計画事業による住宅の除却 
 ５．土地区画整理事業による住宅の除却  ６．市街地再開発事業による住宅の除却  ７．土地収用法による住宅の除却 
 ８．公共用地の取得に関する特別措置法による住宅の除却  ９．その他（                        ） 

 
                      （職名） 
     令和   年   月   日 
                      （氏名）                                 ○印  
 

 京都市市営住宅条例第７条第 2 項に該当すると認定します。 
 
                      （職名） 
     令和   年   月   日 
                      （氏名）                                 ○印  

入居を希望する市営住宅 

 

申 

 

込 

 

者 

フリガナ  現 住 所（郵便番号    －    ） 

 
氏 

名 

 

 

 
マンション・ 
アパート名等        棟   号 電 話 

(携帯可)   －   － 

勤 
務 
先 

名称 

 

 

所在地 

 

採用(事業開始)年月日(  年  月  日)  ☎    － 

入

居

し

よ

う

と

す

る

親

族 

（フリガナ）   氏    名 続柄 生 年 月 日 年 齢 性 別  職 業 収入の種類 年間総収入金額 年間総所得金額 特別控除区分 特別控除金額 備     考 
  
01 
 
 

本 

人 

 

     ・   ・ 

 

 

歳 

男 
・ 
女 

  給 与   
障害・特障 

寡婦・寡夫 
万円 

 

事 業   

年 金   
 
02 

申込者との 
続 柄  

・   ・ 

 

 

歳 

   給 与   老人・特扶 

障害・特障 

寡婦・寡夫 
万円 

 

 事 業   

年 金   
 
03 

申込者との 
続 柄  

・   ・ 

 

 

歳 

   給 与   老人・特扶 

障害・特障 

寡婦・寡夫 
万円 

 

 事 業   

年 金   
 
04 

申込者との 
続 柄  

・   ・ 

 

 

歳 

   給 与   老人・特扶 

障害・特障 

寡婦・寡夫 
万円 

 

 事 業   

年 金   
 
05 

申込者との 
続 柄  

・   ・ 

 

 

歳 

   給 与   老人・特扶 

障害・特障 

寡婦・寡夫 
万円 

 

 事 業   

年 金   
 
06 

申込者との 
続 柄  

     ・   ・ 

 

 

歳 

   給 与   老人・特扶 

障害・特障 

寡婦・寡夫 
万円 

 

 事 業   

年 金   

世帯の年間総所得金額 円 
特別控除の 
合 計 金 額 万円 特別控除後の金額 円 

氏   名 
（控除区分） 続 柄 生 年 月 日 年 齢 性別 現   住   所 

 
(            )      

 
(            )      

 
(            )      

 
(            )      

京 都 市 市 営 住 宅 入 居 申 込 書 

令和  年  月  日 

大

昭

平

令 

有
・
無 

大

昭

平

令 

（入居申込者） 

有
・
無 

同居 
・ 

別居 

大

昭

平

令 

男 
・ 
女 

有
・
無 

同居 
・ 

別居 

大

昭

平

令 

男 
・ 
女 

有
・
無 

大

昭

平

令 

同居 
・ 

別居 

男 
・ 
女 

有
・
無 

同居 
・ 

別居 

大

昭

平

令 

男 
・ 
女 

有
・
無 

同居 
・ 

別居 

男 
・ 
女 

(あて先) 京 都 市 ⾧  
 私は、京都市市営住宅条例に基づき市営住宅に入居したく申し 
込みます。私及び同居しようとする親族は、暴力団員による不当 
な行為の防止等に関する法律第２条第６号に定める暴力団員では 
なく、また、申込書の記載内容が事実と相違したとき又は入居資 
格があることが証明できないときは、京都市市営住宅条例の定め 
るところにより、市営住宅の入居を断られても異議なく従います。 

 （太線枠内のみ記入してください。） 

住宅の種類 
（該当する項目に〇印を 

つけてください。） 

１．賃貸アパート・マンション  ２．借家  ３．寮・社宅 
４．申込世帯以外の賃貸住宅に同居  ５．申込世帯以外の持家に同居  ６．市営住宅 
７．府営住宅  ８．UR 賃貸住宅（旧公団）  ９．その他〔具体的に：               〕 

 

審  査  書  類 
住民票 (〃) 戸籍謄(抄)本 (外国籍) 生活保護 

課税証明 (〃) 給与証明 (〃) (〃) 

賃金台帳 (〃) 離職票 年金 (〃) 

住宅状況 (〃) 賃貸証明 登録簿 り災証明書 

障害手帳 収支報告 確定申告 入居誓約書 在留カード等 

     

 

収 入 算 定（記入しないでください。） 

員番 収入の 
種 類 

年間収入金額 年間所得金額 特別控除 
区  分 

特別控除 
金  額 

裁
量
該
当
区
分 

1.身 障 
2.精 障 
3.寮 育 
4.戦 傷 
5.原 爆 
6.引 揚 
7.ﾊ ﾝ ｾﾝ 
8.高 齢 
9.新 婚 

10.子育て 
11.多 子 

      

      

      

      

      

      控除後の金額 

合計       

 承認日   年  月  日 市営住宅  棟     号 家賃徴収開始日  年  月  日 収入分位  家賃月額 円 敷金額 円 

様式１



第１号様式（第２条関係） 
 

移  転  申  請  書 

 
令和  年  月  日 

（あて先）京 都 市 長 
 
               申請者  
               住 所  

養正市営住宅   棟   号 
               氏 名                  

                 （電話番号           ） 
 
市営住宅の建替事業の実施に伴い、下記のとおり移転をしたいので、申請します。 
 

記 
 

移 転 区 分 □ 仮 移 転    □ 本 移 転 

移 転 先 養正市営住宅   棟    号 

 氏   名 続 柄 生 年 月 日 

入

居

世

帯

員

の

状

況 

入 居 者  本 人   

同 居 者 

   

   

   

   

   

   

店舗使用者    

  注１ 該当する□には、✓印を記入してください。 
   ２ 「仮移転」とは、仮住居等となる次に掲げる住宅等への移転をいいます。 
    ⑴ 市営住宅等 

⑵ 仮設住宅等 

⑶ 本市が借り上げる賃貸住宅又は店舗 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、入居者が借り上げる住宅 
   ３ 「本移転」とは、次に掲げる住宅等への移転をいいます。 
    ⑴ 新住宅又は建替事業により新たに建設される店舗 
    ⑵ 市営住宅等 
    ⑶ 市営住宅以外の住宅 
    ⑷ 市営住宅に附属する店舗以外の店舗 
   ４ 入居世帯員の状況欄は、住宅又は店舗付住宅に入居している場合に記入してください。 
   ５ 店舗使用者欄は、店舗を使用している場合に記入してください。 
 

以下の欄は、記入不要です。 
 

移 転 先  
入居指定日又は使用指定日     年  月  日 

 

様式２



第１号様式（第３条関係） 
                                  

 年   月   日   
 

緊急連絡先届出書（新規・変更） 
 

（宛先）京 都 市 長 

                                  

市営住宅 
 

                            第     棟      号 

                        （氏名） 
 
 私の使用する市営住宅について、緊急・非常の際には、下記の者が連絡先となります。 

 

緊 

急 

連 

絡 

先 

 

フリガナ 

氏名                    

     年   月   日生    

                     電話（    ）    －      

住所  〒 

(所在地) 

勤務先 

名 称                  電話（    ）    －      

勤務先 〒 

所在地 

入居者との 

続柄・関係 
 

「親族」である場合、「子」や「子の妻」等、続柄まで記載してください。 
また、親族以外とする場合は、別途、親族の情報提供を求めることがあります。 

 

 

（注１）緊急連絡先の登録については、以下のルールとします。 

⑴ 事故又は長期不在その他の事情により、入居者と連絡できない場合に、入居者に代わって連絡

できる者としてください。 

⑵ できる限り、京都府内に住所を有する３親等内の親族を届け出てください。ただし、難しい場

合は、他府県に住所を有する親族や、近隣の知人、団体・機関（福祉施設等）、高齢者向け見守

りサービス等でも構いません。 

（注２）団体・機関（福祉施設等）を緊急連絡先とされる場合は、氏名欄に団体名（記載可能な場合は

部署名、担当者名も含む）及び団体・機関の電話番号を記入いただくようお願いします。勤務先名

称と勤務先所在地は記載不要です。 

（注３）今後何らかの事情で緊急連絡先を変更される場合または緊急連絡先が欠けた場合は、新たにこ

の用紙（緊急連絡先届出書（変更））を提出していただくことになります。 

（注４）記載いただいた個人情報は、市営住宅管理の目的の範囲内でのみ用いることとし、この目的以

外には使用いたしません。 

（注５）確認のため、京都市住宅供給公社から上記の電話番号に連絡することがあります。 

 

様式３



 

市営住宅入居誓約書 
令和  年  月  日 

（あて先） 

京 都 市 長 

 

 

 

                   住 所                    

 

 

氏 名                 印  

 

 

市営住宅に入居のうえは、下記の事項について必ず守り、これに

違反したときは市営住宅を明け渡すことを誓約します。 

 

記 

 

１ 家賃を遅滞なく支払うこと。 

２ 修繕負担区分については、京都市市営住宅条例の規定に従い、入居者の負担すべきも 

のについては、各自で修繕すること。 

３ 市長の承認を得ないで、市営住宅の原状に変更を加えないこと。 

４ 無断で他のものを入居させないこと。 

５ 市営住宅内で犬・ねこ・にわとり・はとなどの動物を飼育することは、他の入居者の 

迷惑になるので、飼育しないこと。 

６ 市営住宅の使用に係る共益費（裏面参照）を必ず支払うこと。 

７ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 2 条第 6 号に規定する

もの）を入居者及び同居者としないこと。 

８ 家屋、マンションなど居住用の建物などを所有していないこと。 

９ その他、京都市市営住宅条例に定められている事項を必ず守ること。 

様式４



共 益 費 
 

次に掲げる費用については、市営住宅の入居者が共同で使用する部分にかか

る費用ですので、入居者の皆さんに共同して負担していただきます。 

 

(１) 電  気  代 

  関西電力㈱の請求代金で入居者負担分のうち各入居者あての請求代金を除いた額 

   (ア) 廊下灯、階段灯 

   (イ) 給水タンクの動力費 

   (ウ) エレベーターの運転費用、消火栓ポンプ動力費（高層住宅のみ） 

(２) 水  道  代 

  京都市水道局の請求代金で、入居者負担分のうち各入居者あての請求代金を除いた額 

(ア) 散水栓使用料 

  (イ) ゴミ置場水道使用料 

(３) そ  の  他 

  集会所を使用した場合の電気代、ガス代、水道代等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和　　 年　 　月　　 日

（あて先）

京　都　市　長

明 け 渡 し の 日

 □（１）

 □（２）

午前
午後

・市営住宅内で死亡

・上記以外

（〒　　　－　　　　）
  電話 （　　　　） 　 　　－

（〒　　　－　　　　）
  電話 （　　　　） 　 　　－

備 考

 注１　太線の枠内を記入し、該当する□には、✓印を記入してください。

    ２　明渡検査希望日時は、原則として鍵を返却する日にしてください。

費用の請求があるときは、下記の転出先へ連絡してくださ

転 出 先

連 絡 先

明 渡 し の 理 由

 □ 検査担当者

 □ 家の購入・新築　□ 転勤　□ 名義人の死亡

 □ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

鍵 の 返 却 先
 □ 管理事務所　□ 住宅供給公社　□ 住宅管理課

市 営 住 宅 明 渡 届

明渡検査に立ち会います。仮に、明渡検査に立ち会わな

かったときは、（２）のとおりとします。

 □ 一括納入（　　月　　日） 　□　分割納入 （ 　　　　　　　）

 令和　　　 　年 　　　　月 　　　　日

 □ 住宅管理課において支払う。

 原状変更箇所の有無　 □ 有 （　　　　　　　　　　　　）　□　無

 原状変更箇所がある場合は原状回復の状況

 □ 実施済　□ 未実施

　下記のとおり、市営住宅を明け渡します。

住宅から全て搬出したうえで明け渡します。

申し立てません。

受けた場合、速やかに納入します。

なお、個人で所有していた家財等の動産及び入居後に取付けた物品については、市営

下記の明渡しの日以降、室内に残置した物件一切は、廃棄処分されても異議、苦情は

また、その処分にかかる費用及び破損・汚損等の修繕にかかる原状回復費用の請求を

い。

住　　所　京都市　   　区

「　              」市営住宅第　　　棟　　　号

電　　話 （　    　）　    　－　

氏　　名                     　　　　

(代理人)

 □ 管理事務所等において支払う。　 □ 納付書で支払う。

　　　時　　　分

記

明渡検査に立ち会いません。明渡検査の結果、原状回復

明渡検査希望日時  令和　　   年 　　　 月 　　  日

未 納 家 賃 等 の
納 入 方 法

明 渡 検 査 の
受 検 方 法

市 営 住 宅 の 原
状 回 復 の 状 況

様式５



第１４号様式（第１５条関係） 

 

区 画 変 更 申 込 書 

 

（宛先）京都市長 申込年月日 年   月   日 

 

 申 

 

 

 込 

 

 

 者 

 

 

 住 

 

 所 

 

 

  京都市    区        町   番地 

市営住宅    棟     号 

（電話   －    ） 

（支障なければ）携帯  －    － 

フリガナ 

氏   名 

 

 

 

現在の使用区画 第      駐車場       号区画 

 

 京都市市営住宅駐車場管理要綱第１５条の規定により駐車場区画の変更を申し込みます。 

なお，京都市市営住宅条例，同施行規則及び京都市市営住宅駐車場管理要綱の許可条件を遵守

することを誓約します。 

 

変 更 を 希 望 す る 駐 車 場 番 号 

 

 

  第（            ）駐車場 

 

 

駐 車 さ せ よ う と す る 車 両 

 

 

 車名：              色： 

 

駐車させようとする車両の軽・普

通の別及び自動車登録番号又は

車両番号（ナンバープレート） 

 

□ 軽自動車 

□ 普通車 

 

自動車検査証に登録された所有者

又は使用者の氏名 
 

 

注１ 該当する□には，レ印を記入してください。 

注２ 駐車場使用料に滞納がある場合は申し込みできない。 

注３ 区画変更申込みを受理した後，駐車場使用料を滞納した場合及びその他許可条件に違反

した場合は，区画変更を認めない。 

注４ 申込者は自動車検査証の写しを添付してください。 

様式６



　　 年　 　月　　 日

（あて先）

京　都　市　長

明 渡 し の 日

 □（１）

 □（２）

午前
午後

・市営住宅内で死亡
・上記以外

（〒　　　－　　　　）
  電話 （　　　　） 　 　　－

（〒　　　－　　　　）
  電話 （　　　　） 　 　　－

備 考

 注１　太線の枠内を記入し、該当する□には、✓印を記入してください。

   ２　明渡検査希望日時は、原則として鍵を返却する日にしてください。

費用の請求があるときは、下記の転出先へ連絡してくださ

転 出 先

連 絡 先

明 渡 し の 理 由

 □ 検査担当者

 □ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

鍵 の 返 却 先
 □ 管理事務所　□ 住宅供給公社　□ 住宅管理課

 □ 廃業　　□ 休業　　□ 名義人の死亡

市 営 住 宅 明 渡 届 ( 店 舗 ）

明渡検査に立ち会います。仮に、明渡検査に立ち会わな

かったときは、（２）のとおりとします。

 □ 一括納入（　　月　　日） 　□　分割納入 （ 　　　　　　　）

 　　　   　年 　　　　月 　　　　日

 □ 住宅管理課において支払う。

 原状変更箇所の有無　 □ 有 （　　　　　　　　　　　　）　□　無

 原状変更箇所がある場合は原状回復の状況

 □ 実施済　□ 未実施

　下記のとおり、市営住宅（店舗）を明け渡します。明渡しの日以後は、同店舗を一切
使用しないことを誓約し、違反した場合はその損害を賠償します。
　なお、個人で所有していた家財等の動産及び入居後に取付けた物品については、同店
舗から全て搬出したうえで明け渡します。下記の明渡しの日以降、室内に残置した物件
一切は、廃棄処分されても異議、苦情は申し立てません。また、その処分にかかる費用
及び破損・汚損等の修繕にかかる原状回復費用の請求を受けた場合、速やかに納入しま
す。

い。

住　　所　京都市　   　区

「　       」市営住宅（店舗）第　　棟　　　号

電　　話 （　    　）　    　－　

氏　　名

(代理人)

 □ 管理事務所等において支払う。　 □ 納付書で支払う。

　　　時　　　分

記

明渡検査に立ち会いません。明渡検査の結果、原状回復

明渡検査希望日時    　　   　年 　　　  月 　　  　日

未 納 家 賃 等 の
納 入 方 法

明 渡 検 査 の
受 検 方 法

市 営 住 宅 の 原
状 回 復 の 状 況

様式７



第２号様式（第５条関係） 
      

移 転 に 関 す る 契 約 書 

 
 京都市（以下「甲」という。）と     （以下「乙」という。）とは、市営住宅の建替事業の

実施に伴う移転に関し、次のとおり契約を締結する。 
 
（住宅等の明渡し） 
第１条 乙は、令和  年  月  日までに、次の市営住宅又は店舗を明け渡すものとする。 
 

名称及び住宅番号  

 
（移転） 
第２条 乙は、令和  年  月  日までに、次の住宅等に移転するものとする。 
 

住 宅 等 の 所 在 地  

 
２ 乙は、前項に規定する移転を完了したときは、文書により速やかに甲に届け出るものとする。 
 
（移転料） 
第３条 甲は、乙の請求により、移転料として、金       円を支払うものとする。 
 
（協力金） 
第４条 甲は、第２条第２項の規定に基づき、乙の移転が完了したことを確認した後、乙の請求に

より、協力金として、金       円を支払うものとする。 
 
 この契約を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通を保有する。 
 
 
 
    令和  年   月   日 
 
 
         甲  京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町４８８番地 
 
            京都市 
 
            代表者  京都市長 松井 孝治      ㊞ 
 
 
         乙  住 所  

  
 
            氏 名                  ㊞ 
  
 
 
 
 

様式８



 
 

記 
移 転 補 償 

表  示  養正市営住宅 棟  号室 
被補償者          様 
補償金額  金       円 

内 訳 明 細 書 
名     称 種    類 員 数 単   価 金    額 

移 転 料  式     

電 話 移 設 料  回線     

クーラー移設料 
セパレート型 台     

そ の 他 台     

湯 沸 器 移 設 料 台     

ピ ア ノ 移 設 料 

１階から１階 台     

１階から２階又

は２階から１階 
台   

そ の 他 台   

協 力 金  式   

計   

備 
 
 

考 

内移転料（付加移転料を含む） 

 金        円 

 
 



補    償    金    請    求    書 

 

 

   十億 億 千万 百万 十万 万 千 百 十 一  

金額         \       円 

    

 

ただし、令和  年  月   日付け契約養正市営住宅団地再生事業 

（移転先：            ）に係る移転補償金のうち前金として上記

金額を請求します。 

 

令和  年  月  日 

   
（あて先） 

京都市長         

      

 
住 所  

     

     

氏 名        

 

金融機関名        銀行・信用金庫       支店 

種目 普通（総合）・当座・貯蓄   口座番号           

口座名義（フリガナ）                     

口座名義（漢字等）                      

様式９



補    償    金    請    求    書 

 

 

   十億 億 千万 百万 十万 万 千 百 十 一  

金額         \       円 

    

 

ただし、令和  年  月   日付け契約養正市営住宅団地再生事業 

（移転先：           ）に係る移転補償金総額金             円

のうち残金として金              円上記金額を請求します。 

 

 

令和   年  月  日 

   
（あて先） 

京都市長         

      
 

住 所  

     

氏 名  

 

金融機関名        銀行・信用金庫       支店 

種目 普通（総合）・当座・貯蓄   口座番号           

口座名義（フリガナ）                     

口座名義（漢字等）                      



 

鍵 受 領 書 
 

 

京 都 市 長 様 

 

 

 

下記のとおり鍵を ３本 受領いたしました。 

  下記住戸について適正に管理いたします。 

 

 

記 

 

 

 

受 領 日            令和    年   月   日 

市営住宅名 

及び棟、号 

（移転先） 

   市営住宅   棟   号 

市営住宅名 

及び棟、号 

（移転元） 

   市営住宅   棟   号 

名義人氏名               印 

 

様式１０


